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（様式２）

平成１７年度 決算報告書

国立大学法人横浜国立大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ８，８６６ ８，８６６ ０

施設整備費補助金 ０ ８ ８ （注１）

船舶建造費補助金 ０ ０ ０

施設整備資金貸付償還時補 ６７１ ２，０１２ １，３４１ （注２）

助金

補助金等収入 ０ １５９ １５９ （注３）

国立大学財務・経営センタ ４７ ４７ ０

ー施設費交付金

自己収入 ６，１９１ ６，４０８ ２１７

授業料、入学料及び検定 ６，０７３ ６，１９５ １２２ （注４）

料収入

附属病院収入 ０ ０ ０

財産処分収入 ０ ０ ０

雑収入 １１８ ２１３ ９５ （注５）

産学連携等研究収入及び寄 １，１９８ １，３６３ １６５ （注６）

附金収入等

長期借入金 ０ ０ ０

貸付回収金 ０ ０ ０

承継剰余金 ０ ０ ０

旧法人承継積立金 ０ ０ ０

目的積立金取崩 ０ ０ ０

計 １６，９７３ １８，８６３ １，８９０

支出

業務費 １１，０１２ １１，０４２ ３０

教育研究経費 １１，０１２ １１，０４２ ３０ （注７）

診療経費 ０ ０ ０

一般管理費 ４，０４５ ３，５８４ △４６１ （注８）

施設整備費 ４７ ５５ ８ （注９）

船舶建造費 ０ ０ ０

補助金等 ０ １５９ １５９ （注１０）

産学連携等研究経費及び寄 １，１９８ １，２９９ １０１ （注１１）

附金事業費等

貸付金 ０ ０ ０

長期借入金償還金 ６７１ ２，０１２ １，３４１ （注１２）

国立大学財務・経営センタ ０ ０ ０

ー施設費納付金

計 １６，９７３ １８，１５１ １，１７８

収入－支出 ０ ７１２ ７１２
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（注１） 補正予算により８百万円の増額となっています。

（注２） 補正予算により１，３４１百万円の増額となっています。

（注３） 機関補助である補助金の収入増となっています。

（注４） 授業料増収分９９．４百万円、入学料増収分１６．３百万円、検定料

６．２百万円となっています。

（注５） 科研等の間接経費が年度計画（中期計画）上産学連携等収入に積算さ

れている為、間接経費７９百万円の増額となっており、年度計画想定

収入が２０百万円増額となっています。また、その他年度計画収入減

が４百万円の減額となっています。

（注６） 産学連携等研究収入の収入増により１３４百万円の増額及び寄付金事

業費等の収入増により３１百万円の増額となっています。

（注７） 年度計画においては、一般管理費に積算されているが、決算上は、教

育研究経費にて計上されていることにともなう増額及び収入増に伴う

追加配分(間接経費等)による増額並びに、中途退職予定者減に係る退

職手当減額により３０百万円の増額となっています。

（注８） 次年度への雇用見送りに伴う減額及び中途退職予定者に係る退職手当

等の人件費により４６１百万円の減額となっています。

（注９） 補正予算により８百万円の増額となっています。

（注１０） 機関補助である補助金の収入増に伴う支出増となっています。

（注１１） 産学連携等研究経費の収入増に伴う支出増により１２１百万円の増額

及び寄付金事業費等の支出減により２０百万円の減額となっています。

（注１２） 補正予算により１，３４１百万円の増額となっています。


